2013年度政府予算案・地方財政対策に関する自治労見解

1. 　政府は1月29日の閣議で、2013年度政府予算案と財政投融資計画を決定した。一般会計の総額は、92兆6,115億円（2012年当初比＋2.5％、2012年度当初予算に計上しなかった基礎年金国庫負担分を加えた92兆9,181億円と比較すると▲0.3％）となった。また、公債費を除く政策的経費については、70兆3,700億円とし、税収を43兆960億円（2012年当初比＋1.7％）と7,500億円の増額を見込んだ結果、新規国債発行額は42兆8,510億円（2012年当初比▲3.1％）となった。主要経費のうち、社会保障関係経費は29兆1,224億円（2012年当初比＋10.4％）、公共事業関係費は「地域自主戦略交付金」の廃止等の財源で5兆2,853億円（2012年当初比＋15.6％）に増加したほか、防衛関係費は11年ぶりに増加し、4兆7,538億円（2012年当初比＋0.8％）とした。補正予算で大盤振る舞いした代わりに、本予算の規模を抑制している。
2. 　全体的な評価としては、企業向け減税の乱発、公共事業の復活、生活保護費の削減、地方交付税削減など、特定業界への利益誘導を中心とする旧来の自民党の予算への回帰を鮮明にしたものであり、極めて問題である。政府は、日銀との共同文書で物価目標２％の上昇を掲げるとともに、大胆な金融緩和と財政対策、成長戦略の「三本の矢」でデフレ脱却をめざすとしているが、生活と雇用の安定、所得の向上につながるか全く不透明である。金融緩和による円安政策で株価高、輸出産業などは一時的に活況を呈しているが、今後、円安で原油価格や穀物価格の高騰による物価高も懸念され、賃金が上がらなければ、労働者や年金受給者などの生活破壊になりかねない。
3. 　復興予算については、2015年までの復興財源フレームを見直し19兆円を上回る部分に6兆円程度あて、2013年度は4.4兆円計上し、震災復興特別交付税を6,053億円充てるとした。復興予算は拡大しているが、復興を遂行する人材が圧倒的に不足している。各自治体からの派遣職員、任期付職員等を採用するなどして対応しているが、政府は、地域再生と雇用創出につながる正規職員の採用などを後押しする抜本的な人材確保策と財源確保が必要である。　　

4. 　2013年度地方財政計画は、歳入・歳出規模は500億円増加し、81兆9,100億円（2012年当初比0.1％）となった。地方税、地方交付税などを合わせた一般財源総額は1,285億円増加し、2012年度と同水準となる59兆7,526億円（2012年当初比＋0.2％）となった。これは、地方税等が4,461億円増加による36兆3,645億円（同比＋1.2％）、地方交付税を3,921億円減額し、17兆624億円（同比▲2.2％）、臨時財政対策債6兆2,132円（同比＋1.3％）などによるものだが、その内容や決定プロセスは極めて問題が残るものとなった。
地方交付税の減額要因の給与関係経費は、自民党の政権公約を実現するため、2013年7月から国家公務員と同様の給与削減を行うとして8,504億円削減し、19兆7,500億円（2012年当初比▲5.9％）とし、削減分を「緊急防災・減災事業費」4,550億円、「地域の元気づくり事業費」3,000億円、東日本大震災分「全国防災事業費（地方負担分）」973億円に充当することとした。さらに、「地域の元気づくり事業」は、これまでの人件費削減努力に応じ、普通交付税により措置するとしている。
5. 　自治労、地方六団体等は、地方公務員給与削減問題について、国が一方的に削減を決定することは、分権・自治の理念に反すること、大幅な人員削減や賃金カットなどのこれまでの努力を無にすること、デフレ脱却をめざす経済政策と矛盾し、むしろ消費低迷により地域経済に打撃を与えることなどを訴えてきた。政府与党は、これらの抗議にも拘わらず合意に基づくことなく強行し、地方交付税を使って、地方自治体に給与削減を誘導する手法をとったことは、使途の制限がない一般財源としての性格をもつ地方交付税制度に反する暴挙であり、容認できない。

また、特定の政治的な意向に基づき、そもそも関連性のない給与関係経費と地域の元気づくり事業等の財源を入れ替え、その財源を行革状況に応じて算定することは、行政需要に基づき財源保障を行う地方財政制度を政府自らが否定することになる。政府与党は中立、客観的であるべき地方財政計画、地方交付税の算定に即刻、改めるべきである。
6. 　税制改革のうち自動車取得税について、消費税10％引き上げ時に廃止し、適切な補てん措置を講じることを前提に2014年度に結論を得るとしている。代替財源の確保を前提としたことは取り組みの成果と確認できるが、自動車取得時の税負担は諸外国と比べても過大でないことなど、廃止にむけて業界の意向を重視したとの批判は免れない。

一方、自動車重量税は、特定財源として復活するかの記載もみられ、一般財源の堅持を強く求めるとともに、見直しが見送られたゴルフ場利用税、償却資産に関する固定資産税と同様に動向を監視する必要がある。
また、所得税の最高税率の引き上げや相続税の対象拡大や企業向け減税が盛り込まれた。政府に対し、所得税等の見直しに係る所得再配分効果の検証を求めるとともに、企業向け減税に係る経済効果は十分か、特定業界への優遇措置とならないか、今後の政策運営の注視が必要である。
7. 　今回の政府予算、地方財政対策の決定までのプロセスと内容は、公共サービス水準の低下や地域経済の疲弊をもたらすものであること、分権・自治の理念からみて、重大な禍根を残す内容であり、断じて容認できない。当面する国会の論戦において、民主党や社民党をはじめ野党と連携して、政府与党を追及していく。
安倍政権は、今後、経済財政諮問会議の「骨太の方針」において、経済財政運営の基本を取りまとめていくことしており、大胆な規制緩和や社会保障費等の切り込みなど、一層の警戒が必要である。自治労は連合などと連携し、公共サービスの確保に直結する予算確保にむけて取り組んでいくこととする。
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